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はじめに 

• 福島の原子力発電所事故 
– 原子力史上最大級の事故 

– 多くの調査報告書や対策 

 →膨大かつあらゆる面で現在も継続中 

 

• 今回の説明 
– 主に技術的側面について 

– １．事故原因、２．対策 の状況 および 

             「見方」、「考え方」を多少 
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１．事故原因 

（目次） 

• 事故の経緯（１）、（２）、（３） 

• 事故原因 
– 直接的原因；それがあれば、なければ・・ 

– 間接的原因；原因の性格←＊ 

– 根本的原因；体制、体質 

 
（原因究明は完全には終わっていない） 

• 今後の課題 
– 規制委員会事故原因調査 
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19時頃 
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福島事故の直接的原因 

• 起因事象；地震、津波 
• 炉心溶融（冷却不足）の原因 

– 全電源喪失 
– 冷却系機器損傷 
– IC機能停止（1号機） 
– 圧力容器減圧と代替注水の遅れ 
・・・・・ 

• 放射能放出（水素爆発）の原因 
– 水‐ジルコニウム反応 
– 格納容器ベントの遅れ 
・・・・・ 
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福島事故の間接原因 

• 材料、構造設計面 
– 送電線、燃料被覆管、BWR格納容器・・ 

• 配置設計面 
– 非常用DG、配電盤・分電盤、海水Pp・・ 

• システム設計面 
– 水位計、IC隔離弁、ベント破壊弁・・ 
（一つの機能を発揮するために必要な一群の機器設備） 

• AM対策（の有効性確認）面 
– 減圧・消防車注水・・ 

 

＊SSC（Structures, Systems and Components) 
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（参考）IAEAへの報告28項目＋α  
（2011年6月原子力災害対策本部）） 

問題点 28項目 

基本設計 複数立地 
SAの防止 

共通原因事故、対応 
電源、必須機器設備系統保護 
BWRプール位置、冷却方途 
BWR格納容器←非凝縮性ガス 

６ 
２、８ 
４、７ 

想定事象 外部事象 地震、津波、航空機、テロ・・複合、リスク評価 １、16、27 

SA対策 多重障壁の独立性 
AMの有効性 
 
 
 
 
 
放射性廃棄物 

燃料、RPV、PCV、安全系 
代替電源、水源の確保 
代替注入方法←有効性の確認 
水素爆発対策、CVベント 
計測装置、環境モニタリング体制 
事故対応施設居住性、機材 
拡散予測 
処理、処分方策←汚染水、除染対策 

26 
３、５ 
 
９、10 
14、17 
11、12 
21 

体制 体制の有効性 オフサイトセンター、防災体制、責任体制 
訓練、人材確保 
地域広報、避難等基準 
国際協力 
保安院、安全チェック体制、法体系、安全文化 

15、18 
13、25 
19、22 
20 
23、24、28 9 



根本原因 

• 過酷事故対策を規制要件とせず、事業者の自主対策とし
てきた。この結果、 
– 想定津波高さをはじめ津波に関する対策が甘かった。津波高
さに関する指針が策定されていなかった。さらに、津波による
重要機器の浸水、破損の影響等を考慮しなかった。 

– 長期間に亘る全交流電源喪失を考慮していなかった。さらに、
米国における同時多発テロの教訓（全電源喪失）を生かさな
かった。 

– 同一サイトで多数基が同時に事故を起こすことは想定されてい
なかった。 

– 事業者は、過酷事故に対する従事者の教育訓練をおろそかに
していた。さらに技術的対応を含む防災訓練も形骸化していた。 

• 総じて、事業者、規制当局とも過酷事故に対する真摯な対
応に欠けていた。 
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規制委員会の今後の事故調査項目 
（東京電力福島第一原子力発電所における事故分析に係る検討会について 
                       平成２５年３月２７日原子力規制委員会） 

○国会、政府事故調において引き続き検証等が必要とされている事項 
– 地震動による安全上重要な設備等への影響 

•  小規模な冷却材喪失事象の発生の可能性及びその影響 
•  一部の非常用交流電源が津波以外の要因によって喪失した可能性 等 

– 事象進展に関連する論点 
•  １号機非常用復水器（ＩＣ）の作動状況（弁動作等）、出水元の特定 
•  １号機の逃し安全弁（ＳＲ弁）の作動状況 
•  ３号機使用済燃料プールにおける再臨界の可能性 
•  ４号機原子炉建屋の水素爆発における水素発生源 等 

 

○事故及びその後の対応によって受けた影響分析が必要と考えられる事項 
– 格納容器の破損箇所の特定 
– 格納容器の劣化等に係る分析（海水影響、高温高圧による影響） 
– 溶融落下したデブリの状況確認 等 

 

○その他技術的に分析等が必要と考えられる事項 
– 放射性物質の漏えい経路及び放出量評価 
– 圧力抑制室における温度成層化の可能性 等 
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２．対策 

（目次） 

• 事故後の代表的な対策経緯 

• 総まとめとしての新規制基準の策定 

 
（再稼働と安全な運転に向けて） 

• 残された課題 

–規制委員会の今後の検討 

–新規制基準の今後の課題←＊ 
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新規制基準の新たな要求事項 
（新規制基準において新たに要求する機能と適用時期（案）） 
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（参考） 
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規制委員会の７月以降の検討課題 
（原子炉規制委員会第21回発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム 

                                       平成２５年４月４日資料） 

（１）重要度分類の見直し 

 ・重要度分類指針；福島第一原子力発電所事故の教訓や国際原子力機関（ＩＡＥＡ）
ガイドでの重要度分類指針の策定などを踏まえた見直しを行う。 

 ・耐震重要度分類；耐震設計上の重要度分類について、上記の重要度分類指針の
見直しと併せた見直しを行う。 

 

（２）要求内容の継続的検討 
 ・原子炉水位計；技術開発等の状況も踏まえ、規制要求の検討を行う。 

 ・逃し安全弁；技術開発等の状況も踏まえ、逃し安全弁に対する規制要求の検討を
行う。 

 ・原子炉主任技術者；シビアアクシデント時の対応を含む原子炉主任技術者の役
割を明確化するとともに、その役割を踏まえた必要な資格要件を検討する。 

 

（３）基準関連文書体系の見直し・体系化 

 ・旧原子力安全委員会安全審査指針類の見直し；旧原子力安全委員会の安全審
査指針類のうち、基準に関連する文書の体系化を図るとともに、最新の知見を取
り入れた見直しを行う。 

 ・規定の詳細さのバランス化；基準規則における要求事項については、規定の詳細
さに粗密があるため、全体としてのバランスを整える。 
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新規制基準の今後の課題 

• 代替設備等の有効性→今後の電力の審査資料 
– 設計要件の明確化、実施性 

• 具体的な状況設定；特に炉心溶融の有無（防止、緩和） 

– 判断基準の明確化；特に減圧・代替冷却 
• 必要な安全機能と機能発揮の保証（関連設備全体） 
• 具体的な有効性の実証 

– 評価方法 
• 「炉心損傷防止対策の有効性評価の判断基準」＋α？ 

• その他 
– 低頻度影響大事象の対処 

• どこまで対応；べき乗則リスク、テロ 

– 社会的受容、特にリスク受容 
• 原子力発電所と自然災害（ex隕石）とのリスク比較 
• 他のリスクとの比較；車、原子力なしのリスク 

＊How Safe is Safe Enough? 
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３．まとめ  

• 新規制基準 → 「炉心溶融・放射能放出」前提の規制 
 

• 全体的な検討継続、新しい安全思想の確立が必要 
– 福島の事故原因の究明も含め、新規制基準の技術的問題点につ
いての継続的検討 

– 安全目標の設定とその達成の実証 
• 炉心溶融確率や事故時の放出放射能量の数値目標 
• 最終的に長期冷却に持ち込めること  および 
  その間の環境放出放射能量が十分に制限されること 

– バックフィット（既設炉への適用）の考え方 
 

• 特に社会的な受容のための説明や意思疎通が必要 
– 安全問題は社会との境界問題であるので、政治経済、社会問題
も含めた全体的な検討も必要（規制委員会の位置づけも含む） 

– 十分な説明、特に再稼働に関しては十分な地元説明が必要 
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